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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

 米国会計基準 

 
(注)  １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載し 

    ておりません。 

２ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第19期第１四半期連結累計（会計）期間より、平成19年12月に公表された連結財務諸表における非支配持 

  分に係る会計基準を適用したことに伴い、当社に帰属する四半期（当期）純利益、株主資本、１株当たり 

  株主資本、基本的１株当たり当社に帰属する四半期（当期）純利益金額、希薄化後１株当たり当社に帰属 

  する四半期（当期）純利益金額、株主資本比率に名称を変更しております。 

４ １株当たり株主資本、基本的１株当たり当社に帰属する四半期（当期）純利益金額は、発行済株式数から 

  自己株式数を控除して計算しております。 

５ 希薄化後１株当たり当社に帰属する四半期（当期）純利益金額は、希薄化効果を有している潜在株式が存

  在しないため記載しておりません。 

６ 従業員数は、連結会社外への出向者を含まず、連結会社外からの出向者は含んでおります。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期

前第２四半期 
連結累計期間

第19期
当第２四半期 
連結累計期間

第18期
前第２四半期 
連結会計期間

第19期 
当第２四半期 
連結会計期間

第18期

会計期間
平成20年４月１日から

平成20年９月30日まで

平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで

平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで

平成21年７月１日から 

平成21年９月30日まで

平成20年４月１日から

平成21年３月31日まで

営業収益 (百万円) 2,267,784 2,145,807 1,097,538 1,061,053 4,447,980

法人税等及び持分法に
よる投資損益(△損失)
前利益 

(百万円) 560,156 479,881 271,737 232,417 780,473

当社に帰属する四半期 
(当期)純利益 

(百万円) 346,659 284,718 173,149 137,342 471,873

株主資本 (百万円) ― ― 4,445,863 4,552,099 4,341,585

総資産額 (百万円) ― ― 6,173,791 6,501,764 6,488,220

１株当たり株主資本 (円) ― ― 105,091.00 109,006.71 103,965.64

基本的１株当たり当社
に帰属する四半期(当
期)純利益金額 

(円) 8,174.69 6,817.99 4,092.43 3,288.86 11,171.58

希薄化後１株当たり当
社に帰属する四半期(当
期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

株主資本比率 (％) ― ― 72.0 70.0 66.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 408,371 508,536 ― ― 1,173,677

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △423,772 △441,125 ― ― △1,030,983

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △105,599 △116,889 ― ― △182,441

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ― ― 523,834 550,642 599,548

従業員数 (名) ― ― 22,553 22,865 21,831

─ 2 ─



当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、関係会社の異動については、「３ 関係会社の状況」に記載のとおりでありま

す。 

  

当第２四半期連結会計期間において、ドコモエンジニアリング中国株式会社が当社の連結子会社であ

ったドコモモバイル中国株式会社を吸収合併したことに伴い、当社はドコモモバイル中国株式会社を連

結範囲から除外しております。そのほか、当社の連結子会社１社を売却及び２社を清算したことに伴

い、それら３社を連結範囲から除外しております。 

 更に、新たに１社を当社の連結子会社に追加し、３社を持分法適用関連会社に追加しております。 

  

(1) 連結会社の状況 

                                                         平成21年９月30日現在 

 
  (注) 従業員数は、連結会社外からの出向者(217名)を含み、連結会社外への出向者(101名)は含んでおりません。

臨時従業員数は、［ ］内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

                                                         平成21年９月30日現在 

 
  (注) 従業員数は、提出会社外からの出向者(426名)を含み、提出会社外への出向者(3,724名)は含んでおりませ

ん。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 従業員数(名) 22,865［7,830］ 

 従業員数(名) 11,338 
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第２ 【事業の状況】 

当社グループは電気通信事業等の事業を行っており、生産、受注といった区分による表示が困難であ

るため、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしてお

りません。このため、生産、受注及び販売の状況については、「４ 財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」に記載の各事業の種類別セグメント業績に関連付けて示しております。 

  

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変

動等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生しておらず、また前事業年度の有価

証券報告書に記載しております「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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(1) 業績の状況 

 概況 

移動通信市場は、人口普及率の高まりに伴い成熟期を迎えるなか、お客様の獲得やサービスの更なる

向上などにおいて、事業者間の競争環境はますます激化しております。 

 そのような市場環境のなか、当社グループは、「変革とチャレンジ」の旗印のもと、お客様視点での

業務改革を進めております。お客様の多様なニーズに応える様々なサービスを提供するとともに、デー

タ通信市場の拡大を実現することで、更なる収益拡大を目指します。 

 当第２四半期において当社グループは、２段階のｉモードパケット定額サービス「パケ・ホーダイ

ダブル」及び「Ｂｉｚ・ホーダイ ダブル」の定額料の見直しや、「ドコモ動画」などの動画コンテン

ツ・サービスの拡充を進めるなどパケット通信の利用拡大を進めてまいりました。また、無料で携帯電

話を点検する「ケータイてんけん」サービスの開始や、「電池パック安心サポート」について従来の電

池パックに加え補助充電アダプタも選択可能とするなど、アフターサービスを拡充いたしました。加え

て、事前登録や銀行口座の開設を必要とせずに相手の携帯電話番号を指定することで送金が可能となる

「ドコモ ケータイ送金」の提供を開始し、お客様の利便性向上に努めました。更に、国内初となる

「Android※」搭載端末である「ＨＴ－０３Ａ」やらくらくホン初の防水ケータイ「らくらくホン６」を

はじめ７機種の販売を開始するなど、お客様の様々なご要望にお応えする端末を提供してまいりまし

た。 

 当第２四半期連結会計期間の業績は、前年同期に比べ営業収益は365億円減の1兆611億円、営業利益

は471億円減の2,334億円となりました。また、税引前利益2,324億円から税金等を控除した当社に帰属

する四半期純利益は1,373億円となりました。 

※ 携帯電話用の基盤ソフトウェアの一つ。自由でオープンな開発環境が特徴。 
  

当第２四半期連結会計期間における主な経営成績は次のとおりであります。 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

損益状況  （単位：億円）

区分

前第２四半期
連結会計期間 

平成20年７月１日から 
平成20年９月30日まで

当第２四半期
連結会計期間 

平成21年７月１日から 
平成21年９月30日まで

増減 増減率

営業収益 10,975 10,611 △365 △3.3％

営業費用 8,171 8,276 106 1.3％

  営業利益 2,805 2,334 △471 △16.8％

営業外損益（△費用） △87 △10 77 88.7％

 法人税等及び持分法による  
 投資損益（△損失）前利益 

2,717 2,324 △393 △14.5％

法人税等 1,014 939 △75 △7.4％

 持分法による投資損益 
 （△損失）前利益 

1,703 1,385 △318 △18.7％

持分法による投資損益
（△損失）（税効果調整後） 

28 △5 △33 ―

  四半期純利益 1,731 1,380 △351 △20.3％

控除：非支配持分に帰属する 
   四半期純損益（△利益） 

0 △7 △7 ―

 当社に帰属する四半期純利益 1,731 1,373 △358 △20.7％

ＥＢＩＴＤＡマージン 42.7% 38.6%
△4.1 

ポイント 
―

ＲＯＣＥ 5.7% 4.5%
△1.2 

ポイント 
―

ＲＯＣＥ（税引後） 3.4% 2.7%
△0.7 

ポイント 
―
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(注) １ ＥＢＩＴＤＡマージン：ＥＢＩＴＤＡ÷営業収益 

           ＥＢＩＴＤＡ：営業利益＋減価償却費＋有形固定資産売却・除却損 

 
  

   ２ ＲＯＣＥ：営業利益÷使用総資本 

      ＲＯＣＥ（税引後）：税引後営業利益÷使用総資本 

 
  

 （ＥＢＩＴＤＡマージンの算出過程） （単位：億円）

  区分

前第２四半期連結会計期間 

平成20年７月１日から 

平成20年９月30日まで

当第２四半期連結会計期間

平成21年７月１日から 

平成21年９月30日まで

  a.ＥＢＩＴＤＡ 4,685 4,096 

   減価償却費 △1,799 △1,688 

  有形固定資産売却・除却損 △81 △74 

   営業利益 2,805 2,334 

   営業外損益(△費用) △87 △10 

   法人税等 △1,014 △939 

  
 持分法による投資損益(△損失) 

 （税効果調整後） 
28 △5 

  
 控除：非支配持分に帰属する 

    四半期純損益（△利益） 
0 △7 

  b.当社に帰属する四半期純利益 1,731 1,373 

  c.営業収益 10,975 10,611 

  ＥＢＩＴＤＡマージン (=a/c) 42.7％ 38.6％ 

  売上高四半期純利益率 (=b/c) 15.8％ 12.9％ 

  

(注)  当社が使用しているＥＢＩＴＤＡ及びＥＢＩＴＤＡマージンは、米国証券取引委員会(ＳＥＣ)

レギュレーション S-K Item 10(ｅ) で用いられているものとは異なっております。従って、他

社が用いる同様の指標とは比較できないことがあります。 

 （ＲＯＣＥ、ＲＯＣＥ(税引後)の算出過程） （単位：億円）

 区分
前第２四半期連結会計期間
平成20年７月１日から
平成20年９月30日まで

当第２四半期連結会計期間
平成21年７月１日から
平成21年９月30日まで

 a.営業利益 2,805 2,334

 b.税引後営業利益｛=a*(1-実効税率)｝ 1,658 1,382

 c.使用総資本 48,880 51,737

 ＲＯＣＥ (=a/c) 5.7％ 4.5％

 ＲＯＣＥ(税引後) (=b/c) 3.4％ 2.7％

 

(注)  使用総資本＝（当（前）第１四半期末株主資本＋当（前）第２四半期末株主資本) ÷ ２＋(当

（前）第１四半期末有利子負債＋当（前）第２四半期末有利子負債) ÷ ２ 

有利子負債＝１年以内返済予定長期借入債務＋短期借入金＋長期借入債務 

実効税率 ：前第２四半期連結会計期間 40.9％、当第２四半期連結会計期間 40.8％ 
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（注）携帯電話収入の音声収入には回線交換によるデータ通信を含んでおります。 
  

 営業収益  （単位：億円）

 

区分

前第２四半期
連結会計期間 

平成20年７月１日から
平成20年９月30日まで

当第２四半期
連結会計期間 

平成21年７月１日から
平成21年９月30日まで

増減 増減率

 無線通信サービス 9,711 9,515 △196 △2.0％

 

 

携帯電話収入 9,355 8,843 △512 △5.5％

  音声収入 5,551 4,876 △674 △12.1％

 
  

（再掲）「ＦＯＭＡ」 
サービス 

4,822 4,538 △284 △5.9％

  パケット通信収入 3,804 3,966 162 4.3％

 
  

（再掲）「ＦＯＭＡ」 
サービス 

3,632 3,884 252 6.9％

 その他の収入 356 672 316 88.7％

 端末機器販売 1,265 1,096 △169 △13.3％

  合計 10,975 10,611 △365 △3.3％

 営業費用  （単位：億円）

 

区分

前第２四半期
連結会計期間 

平成20年７月１日から
平成20年９月30日まで

当第２四半期
連結会計期間 

平成21年７月１日から
平成21年９月30日まで

増減 増減率

 人件費 634 625 △10 △1.5％

 経費 4,673 4,982 309 6.6％

 減価償却費 1,799 1,688 △111 △6.2％

 固定資産除却費 127 104 △23 △18.2％

 通信設備使用料 835 781 △54 △6.5％

 
租税公課 103 97 △6 △5.7％

  合計 8,171 8,276 106 1.3％
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事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

携帯電話事業 

当第２四半期連結会計期間末の携帯電話契約数は、前年同期末と比較し125万契約増の5,519万契約と

なり、そのうち「ＦＯＭＡ」サービスの契約数は、携帯電話契約数の92.9％を占める5,126万契約とな

りました。また、お客様満足度の向上にむけた取り組みなどを行った結果、当第２四半期連結会計期間

の解約率は0.46％となり、前年同期（0.52％）と比べ大幅に改善いたしました。 

 平成19年８月に導入した「ファミ割ＭＡＸ５０」などの新割引サービスは、当第２四半期連結会計期

間末で約3,480万契約、同じく平成19年11月に導入した「バリュープラン」は、約2,700万契約までそれ

ぞれ伸びました。その結果、当第２四半期連結会計期間における総合ＡＲＰＵは、前年同期と比べ

7.5％減の5,420円となりました。 

 端末機器販売に関しては、当第２四半期連結会計期間の携帯電話販売数が前年同期と比べ85万台減の

446万台となりました。また、代理店への販売台数及び端末機器の仕入単価の減少により、端末機器販

売収益及び原価は、前年同期と比べ減少いたしました。 

 これらの結果、当第２四半期連結会計期間における携帯電話事業営業収益は1兆311億円、携帯電話事

業営業利益は2,343億円となりました。 

  

主なサービスの契約数等の状況については次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 携帯電話サービス契約数、「ＦＯＭＡ」サービス契約数及び「ｍｏｖａ」サービス契約数には、通信

モジュールサービス契約数を含めて記載しております。   

２ 平成20年３月３日より、「２ｉｎ１」を利用する際にはその前提として原則「ＦＯＭＡ」契約を締

結することが条件となっており、携帯電話サービス契約数及び「ＦＯＭＡ」サービス契約数にはそ

の場合の当該「ＦＯＭＡ」契約も含まれております。 

３ 「ｉモード」パケット定額サービス契約数は、「パケ・ホーダイ」分、「パケ・ホーダイフル」分、

「パケ・ホーダイ ダブル」分の合計で記載しております。 

４ 「ｉモード」サービス契約数は、「ＦＯＭＡ」サービス分(平成20年９月30日現在42,911千契約、平

成21年９月30日現在46,261千契約)、「ｍｏｖａ」サービス分(平成20年９月30日現在5,158千契約、

平成21年９月30日現在2,409千契約)の合計を記載しております。 

主なサービスの契約数 （単位：千契約）

区分
前第２四半期
連結会計期間末 
平成20年９月30日

当第２四半期 
連結会計期間末 
平成21年９月30日

増減 増減率

携帯電話サービス 53,937 55,186 1,250 2.3％

 「ＦＯＭＡ」サービス 46,444 51,258 4,814 10.4％

   うち「ｉチャネル」 16,044 16,692 648 4.0％

  うち「ｉコンシェル」 ― 2,337 ― ―

  
 うち「ｉモード」 
 パケット定額サービス 

13,949 21,519 7,570 54.3％

 「ｍｏｖａ」サービス 7,493 3,928 △3,565 △47.6％

「ｉモード」サービス 48,069 48,670 601 1.3％
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(注) 新規：新規の回線契約 

   移行：「ｍｏｖａ」から「ＦＯＭＡ」への契約変更 

   買い増し：「ＦＯＭＡ」から「ＦＯＭＡ」への機種変更 

   取替：「ｍｏｖａ」から「ｍｏｖａ」への機種変更及び「ＦＯＭＡ」から「ｍｏｖａ」への契約変更 

  

 
(注) １ ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義 

    (1) ＡＲＰＵ(Average monthly Revenue Per Unit) ※１：１契約当たり月間平均収入 

 １契約当たり月間平均収入（ＡＲＰＵ）は、１契約当たりの各サービスにおける平均的な月間営業

収益を計るために使われております。ＡＲＰＵは無線通信サービス収入のうち各サービスの提供によ

り得られる収入（毎月発生する基本使用料、通話料及び通信料）を、当該サービスの稼動契約数で割

って算出されております。従ってＡＲＰＵの算定からは各月の平均的利用状況を表さない契約事務手

数料などは除いております。こうして得られたＡＲＰＵは１契約当たりの各月の平均的な利用状況及

び当社による料金設定変更の影響を分析する上で有用な情報を提供するものであると考えておりま

す。なお、ＡＲＰＵの分子に含まれる収入は米国会計基準により算定しております。 

(2) ＭＯＵ（Minutes of Use）※１：１契約当たり月間平均通話時間 

販売数等   （単位：千台）

区分

前第２四半期
連結会計期間 

平成20年７月１日から
平成20年９月30日まで

当第２四半期
連結会計期間 

平成21年７月１日から 
平成21年９月30日まで

増減 増減率

携帯電話販売数 5,318 4,464 △854 △16.1％

 

「ＦＯＭＡ」 

新規 1,118 1,071 △47 △4.2％

 移行 796 587 △209 △26.2％

 買い増し 3,370 2,800 △569 △16.9％

 
「ｍｏｖａ」 

新規 23 4 △18 △82.1％

 取替 12 2 △10 △84.5％

 解約率 0.52％ 0.46％ 
△0.06 

ポイント 
―

ＡＲＰＵ等  （単位：円）

区分

前第２四半期
連結会計期間 

平成20年７月１日から
平成20年９月30日まで

当第２四半期
連結会計期間 

平成21年７月１日から 
平成21年９月30日まで

増減 増減率

 総合ＡＲＰＵ（ＦＯＭＡ＋ｍｏｖａ） 5,860 5,420 △440 △7.5％

 音声ＡＲＰＵ 3,450 2,970 △480 △13.9％

 パケットＡＲＰＵ 2,410 2,450 40 1.7％

 総合ＡＲＰＵ（ＦＯＭＡ） 6,180 5,560 △620 △10.0％

 音声ＡＲＰＵ 3,500 2,970 △530 △15.1％

 パケットＡＲＰＵ 2,680 2,590 △90 △3.4％

 総合ＡＲＰＵ（ｍｏｖａ） 3,820 3,500 △320 △8.4％

 音声ＡＲＰＵ 3,120 2,890 △230 △7.4％

 ｉモードＡＲＰＵ 700 610 △90 △12.9％

ＭＯＵ（ＦＯＭＡ＋ｍｏｖａ） 138分 137分 △1分 △0.7％
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 ２ ＡＲＰＵの算定式 

(1) 総合ARPU(FOMA+mova)…音声ARPU(FOMA+mova)+パケットARPU(FOMA+mova) 

    音声ARPU(FOMA+mova) 

        …音声ARPU(FOMA+mova)関連収入(基本使用料、通話料)÷稼動契約数(FOMA+mova) 

      パケットARPU(FOMA+mova)  

        …（パケットARPU(FOMA)関連収入(基本使用料、通信料)＋iモードARPU(mova)関連収入 

             (基本使用料、通信料)）÷稼動契約数(FOMA+mova) 

  

(2) 総合ARPU(FOMA)…音声ARPU(FOMA)+パケットARPU(FOMA) 

      音声ARPU(FOMA) 

       …音声ARPU(FOMA)関連収入(基本使用料、通話料)÷稼動契約数(FOMA) 

      パケットARPU(FOMA) 

          …パケットARPU(FOMA)関連収入(基本使用料、通信料)÷稼動契約数(FOMA) 

  

 (3) 総合ARPU(mova)…音声ARPU(mova)+iモードARPU(mova) 

        音声ARPU(mova) 

          …音声ARPU(mova)関連収入(基本使用料、通話料)÷稼動契約数(mova) 

        iモードARPU(mova) ※２ 

          …iモードARPU(mova)関連収入(基本使用料、通信料)÷稼動契約数(mova) 

  

３ 稼動契約数の算出方法 

  当該期間の各月稼動契約数((前月末契約数＋当月末契約数)÷２)の合計 

  
※１ 通信モジュールサービスは、ＡＲＰＵ及びＭＯＵの算定上、収入、契約数ともに含めておりません。

  ※２ iモードＡＲＰＵ（ｍｏｖａ）は、iモードの利用の有無に関わらず、「ｍｏｖａ」の全ての契約数に

    基づいて計算しております。 

  

 
  

その他事業 

当第２四半期連結会計期間におけるその他事業営業収益は、299億円となりました。その内容は、主

にＴＶメディアを主たるチャネルとした通信販売業、ホテル向け高速インターネット接続サービス・ビ

デオ配信サービス事業、広告事業、システム開発・販売・保守受託事業及びクレジット事業などであ

り、営業収益総額に占める比率は2.8％となっております。一方、その他事業営業費用は308億円とな

り、その結果、その他事業営業損益は9億円の損失となりました。 

  

 業績  （単位：億円）

 

区分

前第２四半期
連結会計期間 

平成20年７月１日から
平成20年９月30日まで

当第２四半期
連結会計期間 

平成21年７月１日から
平成21年９月30日まで

増減 増減率

 携帯電話事業営業収益 10,817 10,311 △506 △4.7％

 携帯電話事業営業利益(△損失) 2,866 2,343 △523 △18.2％

 業績        （単位：億円）

 

区分

前第２四半期
連結会計期間 

平成20年７月１日から
平成20年９月30日まで

当第２四半期
連結会計期間 

平成21年７月１日から
平成21年９月30日まで

増減 増減率

 その他事業営業収益 158 299 141 89.1％

 その他事業営業利益(△損失) △61 △9 52 85.8％
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（２）財政状態 

 
(注) 株主資本比率：株主資本÷総資産 

   負債比率：有利子負債÷（株主資本＋有利子負債） 

  

（３）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間における「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、3,540億円の収入と

なりました。前年同期比では、809億円（29.6％）キャッシュ・フローが増加しておりますが、これは

売上債権の減少などによるものであります。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、1,989億円の支出となりました。前年同期比では、344億

円（14.7％）支出が減少しておりますが、これは出資等の長期投資による支出の減少などによるもので

あります。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、1,412億円の支出となりました。前年同期比では、1,383

億円支出が増加しておりますが、これはコマーシャル・ペーパー等の短期借入金の返済による支出の増

加などによるものであります。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、当第１四半期連結会計期

間末と比較して134億円（2.5％）増加し、5,506億円となりました。 

 
(注） １ フリー・キャッシュ・フロー：営業活動によるキャッシュ・フロー＋投資活動によるキャッシュ・フ 

         ロー 

    ２ 資金運用に伴う増減：期間３ヵ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減

  （単位：億円）

 区分
前第２四半期
連結会計期間末 
平成20年９月30日

当第２四半期
連結会計期間末 
平成21年９月30日

増減 増減率
（参考）

前連結会計年度末
平成21年３月31日

 総資産 61,738 65,018 3,280 5.3％ 64,882

 株主資本 44,459 45,521 1,062 2.4％ 43,416

 負債 17,263 19,434 2,171 12.6％ 21,449

  （再掲）有利子負債 5,264 6,246 982 18.7％ 6,392

 株主資本比率 72.0％ 70.0％
△2.0

ポイント 
― 66.9％

 負債比率 10.6％ 12.1％
1.5

ポイント 
― 12.8％

   （単位：億円）

 

区分

前第２四半期
連結会計期間 

平成20年７月１日から 
平成20年９月30日まで

当第２四半期 
連結会計期間 

平成21年７月１日から 
平成21年９月30日まで

増減 増減率

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,731 3,540 809 29.6%

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,333 △1,989 344 14.7%

 財務活動によるキャッシュ・フロー △29 △1,412 △1,383 ―

 フリー・キャッシュ・フロー 398 1,551 1,153 289.9%

 資金運用に伴う増減 △13 △302 △290 ―

 

フリー・キャッシュ・フロー 
（資金運用に伴う増減除く） 

410 1,853 1,442 351.5%
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

（５）研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は260億円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当連結会計年度における設備計画においては、「ＦＯＭＡ」サービスエリアの品質向上、データ通信

量の増加に対応した設備増強を推進するとともに、物品調達価額の低減、経済的な装置の導入及び設

計・工事の工夫等による設備投資の効率化・低コスト化を予定しております。 

 当連結会計年度の設備投資計画額及び当第２四半期連結会計期間の実績額の、事業の種類別セグメン

ト等による内訳は次のとおりであります。 

 
(注) １ 所要資金は、自己資金で賄う予定であります。 

   ２ 経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

   ３ 設備投資には、無形固定資産の取得に係る投資を含んでおります。 

   ４ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

   ５ 本項における将来に関する記述等については、「第２ 事業の状況 ２ 事業等のリスク」をあわせてご

     参照ください。 

  （単位：億円）

事業の種類別 
セグメント等 

の名称
設備投資の内容

当連結会計年度
平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで

計画額

当第２四半期 
連結会計期間 

平成21年７月１日から 
平成21年９月30日まで 

実績額

（参考）
当第２四半期 
連結累計期間 

平成21年４月１日から
平成21年９月30日まで

実績額

 携帯電話事業 

・「ＦＯＭＡ」設備の拡
充及び「ｍｏｖａ」設
備の維持 

・伝送路等の新増設 

5,480 1,356 2,580

 その他 
・情報システムの維持、
改善等 

1,420 274 582

合計 ― 6,900 1,630 3,161
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 平成21年９月30日現在 

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
 （注）当社は、単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 188,130,000

計 188,130,000

種類
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年11月４日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 43,950,000 43,950,000
東京証券取引所市場第一部 
ニューヨーク証券取引所 
ロンドン証券取引所 

（注）

計 43,950,000 43,950,000 ― ―

年月日

発行済株式総数 資本金 資本準備金

増減数 
(株)

残高
(株)

増減額
(百万円)

残高
(百万円)

増減額 
(百万円)

残高
(百万円)

平成21年７月１日から 
平成21年９月30日まで 

－ 43,950,000 － 949,679 － 292,385
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(5) 【大株主の状況】 

 
(注) １ 当社の自己株式(所有株式数2,190,193株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合4.98％)は、上記の表

  に含めておりません。 

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)、同(信託口９)、日本マスタートラスト信託銀行株

  式会社(信託口)及び資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）の所有株式は、全て各社が信 

  託業務(証券投資信託等)の信託を受けている株式であります。なお、それらの内訳は、投資信託設定分  

  843,149株、年金信託設定分692,499株、その他信託分982,459株であります。 

３ ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー505225、ザチェースマンハッタンバンクエヌエイロ 

  ンドンエスエルオムニバスアカウント、ジェーピーモルガンチェースバンク380055及びオーディー05オム 

  ニバスチャイナトリーティ808150は、主に海外の機関投資家の所有する株式の保管管理業務を行うととも 

  に、当該機関投資家の株式名義人となっております。 

４ ザバンクオブニユーヨークメロンアズデポジタリーバンクフオーデポジタリーレシートホルダーズは、Ａ 

  ＤＲ(米国預託証券)の受託機関であるザバンクオブニューヨークメロンの株式名義人であります。 

  

  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日本電信電話株式会社 東京都千代田区大手町二丁目３番１号 27,640,000 62.89

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,104,467 2.51

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 961,680 2.19

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口９) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 295,675 0.67

ステートストリートバンクアンドト
ラストカンパニー505225 
(常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行決済営業部) 

アメリカ・ボストン
(東京都中央区月島四丁目16番13号) 211,000 0.48

ザチェースマンハッタンバンクエヌ
エイロンドンエスエルオムニバスア
カウント（常任代理人 株式会社み
ずほコーポレート銀行決済営業部） 

イギリス・ロンドン 
（東京都中央区月島四丁目16番13号） 

201,377 0.46

ザバンクオブニユーヨークメロンア
ズデポジタリーバンクフオーデポジ
タリーレシートホルダーズ (常任代
理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行) 

アメリカ・ニューヨーク
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 決
済事業部) 

183,251 0.42

ジェーピーモルガンチェースバンク
380055 
(常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行決済営業部) 

アメリカ・ニューヨーク
(東京都中央区月島四丁目16番13号) 174,389 0.40

オーディー05オムニバスチャイナト
リーティ808150（常任代理人 香港
上海銀行東京支店） 

オーストラリア・シドニー 
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号） 

167,742 0.38

資産管理サービス信託銀行株式会社
(証券投資信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番12号
（晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーＺ棟） 

156,285 0.35

計 ― 31,095,866 70.75
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 平成21年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式498株が含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数498個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

   平成21年９月30日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）   
 普通株式     2,190,193 

― ―

完全議決権株式(その他)  普通株式   41,759,807 41,759,807 ―

単元未満株式     ― ― ―

発行済株式総数  普通株式   43,950,000 ― ―

総株主の議決権 ― 41,759,807 ―

所有者の氏名又は名称等 所有株式数 
 

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)氏名又は名称 住所

自己名義
（株）

他人名義
（株）

合計 
（株）

株式会社エヌ・ティ・テ
ィ・ドコモ 

東京都千代田区永田町二
丁目11番１号 

2,190,193 ― 2,190,193 4.98

計 ― 2,190,193 ― 2,190,193 4.98

２ 【株価の推移】

月別 平成21年４月 平成21年５月 平成21年６月 平成21年７月 平成21年８月 平成21年９月

最高(円) 145,000 144,300 143,300 145,700 144,500 150,400 

最低(円) 132,600 134,800 137,500 135,300 134,700 140,100 
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前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

  

役職の異動 

  

３ 【役員の状況】

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 
常務執行 
役員

経営企画部長 
経営企画部長、モバイル社会研
究所長兼務 

加藤 薰 平成21年７月１日
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第５ 【経理の状況】 

当社の前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）の四半期連結財務諸表は、改正前の「四半期

連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財

務諸表規則」という。)第93条の規定により、当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）の四半

期連結財務諸表は、改正後の四半期連結財務諸表規則第93条の規定により、米国預託証券の発行等に関し

て要請されている用語、様式及び作成方法、即ち、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則に

基づき作成しております。 

  また、四半期連結財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７

月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで）、当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期

連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ

監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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(1) 【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

１ 【四半期連結財務諸表】

 

当第２四半期連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成21年９月30日） （平成21年３月31日）

資産   

 流動資産   

   現金及び現金同等物 550,642 599,548

   短期投資 32,158 2,448

   売上債権 779,913 835,063

   貸倒引当金 △ 17,105 △ 15,072

   棚卸資産 178,787 123,206

   繰延税金資産 99,852 102,903

   前払費用及び 
その他の流動資産 

207,675 179,632

  流動資産合計 1,831,922 1,827,728

 有形固定資産   

   無線通信設備 5,422,824 5,361,043

   建物及び構築物 821,085 814,056

   工具、器具及び備品 526,140 519,213

   土地 198,874 198,985

   建設仮勘定 112,674 99,232

   減価償却累計額 △ 4,439,012 △ 4,301,044

  有形固定資産合計（純額） 2,642,585 2,691,485

 投資その他の資産   

   関連会社投資 590,671 572,014

   市場性のある有価証券 
及びその他の投資 151,126 141,544

   無形固定資産（純額） 594,021 578,728

   営業権 183,515 154,385

   その他の資産 253,570 273,440

   繰延税金資産 254,354 248,896

  投資その他の資産合計 2,027,257 1,969,007

 資産合計 6,501,764 6,488,220
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（単位：百万円）

 

 
 
 

当第２四半期連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成21年９月30日） （平成21年３月31日）

負債・資本  

 流動負債   

   １年以内返済予定 
長期借入債務 14,000 29,000

   仕入債務 475,995 668,525

   未払人件費 51,233 58,627

   未払利息 1,054 1,187

   未払法人税等 207,743 238,742

   その他の流動負債 152,223 152,354

  流動負債合計 902,248 1,148,435

 固定負債   

   長期借入債務 610,556 610,233

   退職給付引当金 151,413 146,326

   その他の固定負債 279,204 239,918

  固定負債合計 1,041,173 996,477

 負債合計 1,943,421 2,144,912

 資本   

  株主資本  

    資本金 949,680 949,680

    資本剰余金 785,045 785,045

    利益剰余金 3,246,342 3,061,848

    その他の包括利益累積額 △ 39,669 △ 65,689

    自己株式 △ 389,299 △ 389,299

   株主資本合計 4,552,099 4,341,585

  非支配持分 6,244 1,723

  資本合計 4,558,343 4,343,308

  契約債務及び偶発債務  

 負債・資本合計 6,501,764 6,488,220
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

 

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から
  平成20年９月30日まで）

（平成21年４月１日から
  平成21年９月30日まで）

 営業収益 
 

   無線通信サービス 1,948,540 1,893,265

   端末機器販売 319,244 252,542

  営業収益合計 2,267,784 2,145,807

 営業費用  

   サービス原価 413,731 449,617

   端末機器原価 408,027 340,877

   減価償却費 348,387 337,809

   販売費及び一般管理費 520,693 532,281

  営業費用合計 1,690,838 1,660,584

 営業利益 576,946 485,223

 営業外損益（△費用）  

   支払利息 △ 2,398 △ 2,989

   受取利息 1,045 668

   その他（純額） △ 15,437 △ 3,021

 営業外損益（△費用）合計 △ 16,790 △ 5,342

 法人税等及び持分法による 
投資損益（△損失）前利益 560,156 479,881

 法人税等  

   当年度分 233,831 210,887

   繰延税額 △ 14,434 △ 16,764

  法人税等合計 219,397 194,123

 持分法による投資損益（△損失） 
前利益 340,759 285,758

 持分法による投資損益（△損失） 
（税効果調整後） 5,921 292

 四半期純利益 346,680 286,050

   控除：非支配持分に帰属する 
       四半期純損益（△利益） △ 21 △ 1,332

 当社に帰属する四半期純利益 346,659 284,718
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（単位：百万円）

 
（単位：円）

 
  

 

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から
   平成20年９月30日まで）

（平成21年４月１日から
   平成21年９月30日まで）

 四半期純利益  346,680 286,050

 その他の包括利益(△損失)  

  売却可能有価証券 
未実現保有利益（△損失） △ 5,945 14,082

  未実現デリバティブ 
評価損益（△損失） △ 159 △ 35

  為替換算調整額 △ 16,672 11,691

  年金債務調整額 △ 362 296

 その他の包括利益（△損失）合計 △ 23,138 26,034

 包括利益合計  323,542 312,084

  控除：非支配持分に帰属する 
    包括損益（△利益）合計 △ 20 △ 1,346

 当社に帰属する包括利益合計  323,522 310,738

       

 

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から
  平成20年９月30日まで）

（平成21年４月１日から
  平成21年９月30日まで）

１株当たり情報  

 期中加重平均発行済普通株式数 
 ―基本的及び希薄化後（単位:株） 42,406,379 41,759,807

 基本的及び希薄化後１株当たり 
当社に帰属する四半期純利益 8,174.69 6,817.99
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

 

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

（平成20年７月１日から
  平成20年９月30日まで）

（平成21年７月１日から
  平成21年９月30日まで）

 営業収益 
 

   無線通信サービス 971,077 951,470

   端末機器販売 126,461 109,583

  営業収益合計 1,097,538 1,061,053

 営業費用  

   サービス原価 210,117 230,286

   端末機器原価 165,979 150,051

   減価償却費 179,907 168,804

   販売費及び一般管理費 261,078 278,508

  営業費用合計 817,081 827,649

 営業利益 280,457 233,404

 営業外損益（△費用）  

   支払利息 △ 1,258 △ 1,375

   受取利息 479 350

   その他（純額） △ 7,941 38

 営業外損益（△費用）合計 △ 8,720 △ 987

 法人税等及び持分法による 
投資損益（△損失）前利益 271,737 232,417

 法人税等  

   当年度分 131,300 121,356

   繰延税額 △ 29,902 △ 27,476

  法人税等合計 101,398 93,880

 持分法による投資損益（△損失） 
前利益 170,339 138,537

 持分法による投資損益（△損失） 
（税効果調整後） 2,797 △ 529

 四半期純利益 173,136 138,008

   控除：非支配持分に帰属する 
       四半期純損益（△利益） 13 △ 666

 当社に帰属する四半期純利益 173,149 137,342
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（単位：百万円）

 
（単位：円）

 
  

 

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

（平成20年７月１日から
   平成20年９月30日まで）

（平成21年７月１日から
   平成21年９月30日まで）

 四半期純利益  173,136 138,008

 その他の包括利益（△損失）  

  売却可能有価証券 
未実現保有利益（△損失） △ 4,997 3,620

  未実現デリバティブ 
評価損益（△損失） △ 141 △ 8

  為替換算調整額 1,849 2,805

  年金債務調整額 △ 112 147

 その他の包括利益（△損失）合計 △ 3,401 6,564

 包括利益合計  169,735 144,572

  控除：非支配持分に帰属する 
    包括損益（△利益）合計 17 △ 665

 当社に帰属する包括利益合計  169,752 143,907

       

 

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

（平成20年７月１日から
  平成20年９月30日まで）

（平成21年７月１日から
  平成21年９月30日まで）

１株当たり情報  

 期中加重平均発行済普通株式数 
 ―基本的及び希薄化後（単位:株） 42,309,587 41,759,807

 基本的及び希薄化後１株当たり 
当社に帰属する四半期純利益 4,092.43 3,288.86
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

         （単位：百万円）

        前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

        (平成20年４月１日から  
 平成20年９月30日まで)

(平成21年４月１日から
 平成21年９月30日まで)        

 営業活動によるキャッシュ・フロー：   

   四半期純利益 346,680  286,050

   四半期純利益から営業活動による 
キャッシュ・フローへの調整：   

     減価償却費 348,387  337,809

     繰延税額 △ 10,898  △ 16,439

     有形固定資産売却・除却損 12,846  12,973

     市場性のある有価証券及び 
その他の投資の評価損 19,855  917

     持分法による投資損益（△利益） △ 9,940  △ 366

     資産及び負債の増減:   

       売上債権の増減額（増加：△） △ 38,453  55,730

       貸倒引当金の増減額 
（減少：△） △ 1,369  1,874

       棚卸資産の増減額（増加：△） △ 38,833  △ 54,755

       前払費用及びその他の流動資産の
増減額（増加：△） △ 19,259  △ 12,748

       長期端末割賦債権の増減額
（増加：△） △ 40,010  13,982

       仕入債務の増減額（減少：△） △ 184,322  △ 136,209

       未払法人税等の増減額 
（減少：△） △ 8,701  △ 31,927

       その他の流動負債の増減額
（減少：△） △ 21,153  △ 3,022

       退職給付引当金の増減額 
（減少：△） 4,622  4,951

       その他の固定負債の増減額
（減少：△） 32,445  37,196

       その他 16,474  12,520

    営業活動によるキャッシュ・フロー 408,371  508,536

          

 投資活動によるキャッシュ・フロー：   

   有形固定資産の取得による支出 △ 302,124  △ 249,126

   無形固定資産及びその他の資産の 
取得による支出 △ 115,158  △ 132,956

   長期投資による支出 △ 46,913  △ 8,992

   長期投資の売却による収入 550  9,124

   新規連結子会社の取得による支出 
（取得現金控除後） 27  △ 24,904
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     （単位：百万円）

        前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

        (平成20年４月１日から
 平成20年９月30日まで)

(平成21年４月１日から
 平成21年９月30日まで)        

   短期投資による支出 △ 3,334  △ 33,758

   短期投資の償還による収入 2,494  6,718

   関連当事者への長期預け金 
償還による収入 50,000  －

   その他 △ 9,314  △ 7,231

    投資活動によるキャッシュ・フロー △ 423,772  △ 441,125

          

 財務活動によるキャッシュ・フロー：   

   長期借入債務の増加による収入 79,944  －

   長期借入債務の返済による支出 △ 28,241  △ 15,000

   短期借入金の増加による収入 200  138,149

   短期借入金の返済による支出 △ 1,958  △ 138,149

   キャピタル・リース負債の 
返済による支出 △ 1,385  △ 1,696

   自己株式の取得による支出 △ 51,848  －

   現金配当金の支払額 △ 102,307  △ 100,190

   その他 △ 4  △ 3

    財務活動によるキャッシュ・フロー △ 105,599  △ 116,889

          

 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 2,071  572

 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △ 123,071  △ 48,906

 現金及び現金同等物の期首残高 646,905  599,548

 現金及び現金同等物の四半期末残高 523,834  550,642

          

キャッシュ・フローに関する補足情報  

         （単位：百万円）

        前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

        (平成20年４月１日から
 平成20年９月30日まで)

(平成21年４月１日から
 平成21年９月30日まで)        

 各四半期連結累計期間の現金受取額：   

  
 
還付法人税等 17,786  675

 各四半期連結累計期間の現金支払額：   

  
 
支払利息（資産化された利息控除後） 2,008  3,122

  
 
法人税等 266,295  242,683
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１ 会計処理の原則及び手続ならびに四半期連結財務諸表の表示方法 

  
当社の四半期連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則（以下「米国会計基準」）に基づ

いて作成されております。なお、米国会計基準により要請される記載及び注記の一部を省略しております。当社は、平

成14年３月にニューヨーク証券取引所に上場し、米国預託証券の発行等に関して要請されている用語、様式及び作成方

法により連結財務諸表を作成し、米国証券取引委員会に登録しております。当社及び連結子会社（以下「当社グルー

プ」）が採用している会計処理の原則及び手続ならびに四半期連結財務諸表の表示方法のうち、わが国における会計処

理の原則及び手続ならびに表示方法と異なるもので重要性のあるものは以下のとおりであります。 

  
（１）持分法による投資損益の表示区分 

持分法による投資損益については、「法人税等」の後に区分して表示しております。 

  
（２）代理店へ支払う一定の手数料 

再販目的で当社グループから端末機器を購入する代理店への一定の手数料支払を、これらの代理店への端末機

器販売に係る収益の減額として組替えております。また、当該収益の減額を、手数料の支払時ではなく、端末機

器を代理店へ引渡した時点で認識しております。 

  
（３）従業員の退職給付 

主に会計基準変更時差異、過去勤務債務や年金数理上の差異などの認識時点及び年金数理計算に起因する国内

会計基準と米国会計基準との差異を調整しております。 

  
（４）有給休暇 

一定の条件に該当する場合、従業員の有給休暇の未消化残高を発生主義で負債認識しております。 

  
（５）利子費用の資産化 

設備建設に要する借入金の利子のうち、資産を予定した利用に供するために発生した利子費用で、資産の取得

がなければ理論上発生しなかったものについては取得原価に算入しております。 

  
  
２ 主要な会計方針の要約 

  
（１）新会計基準の適用 

  
会計基準編纂書 

 平成21年７月１日より、平成21年６月に米国財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board、以

下「FASB」）が公表したFASB会計基準編纂書（FASB Accounting Standards Codification、以下「ASC」）に係る会

計基準を適用しております。ASCは従来の会計基準を再構成したものであり、強制力のある米国会計基準の単一のソ

ースとして位置付けられております。当該会計基準の適用により、財務諸表における会計基準の記載及び参照先は

ASCに基づいたものとなっております。当該会計基準の適用による経営成績及び財政状態への影響はありません。 

  
企業結合 

 平成21年４月１日より、平成19年12月に公表された企業結合に係る会計基準を適用しております。当該会計基準

は、企業結合における取得者は原則として取得した全ての識別可能な資産、負債及び非支配持分を取得日における

公正価値にて全額を認識及び測定することを要求しております。また、交付対価及び非支配持分の公正価値の合計

と取得した識別可能な純資産を比較し、交付対価及び非支配持分の公正価値の合計が上回る場合は超過額を営業権

として、下回る場合は差額を取得に伴う利益として認識及び測定することを要求しております。当該会計基準の適

用による経営成績及び財政状態への重要な影響はありません。 

  

連結財務諸表における非支配持分 

 平成21年４月１日より、平成19年12月に公表された連結財務諸表における非支配持分に係る会計基準を適用して

おります。当該会計基準は、連結子会社の非支配持分を親会社の資本において、親会社の資本とは独立した構成要

素として表示するとともに、親会社の保有持分の変動のうち、支配に影響しない範囲のものは資本取引として会計

処理を行うことを要求しております。当該会計基準の適用により、四半期連結貸借対照表上、従来は負債の部と資

本の部の中間に独立の項目として表示していた「少数株主持分」を「非支配持分」として資本の部に含めて表示し

ております。また、四半期連結損益及び包括利益計算書において、従来は「少数株主損益（△利益）」として「四

半期純利益」より控除していた非支配持分に帰属する損益（△利益）を「四半期純利益」に含めて表示しておりま

す。この結果、四半期連結財務諸表における非支配持分の表示が過年度分も含め変更となりますが、経営成績及び

財政状態への重要な影響はありません。 

  

四半期連結財務諸表注記
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後発事象 

 平成21年４月１日より、平成21年５月に公表された後発事象に係る会計基準を適用しております。当該会計基準

は、貸借対照表日後、財務諸表「公表日」もしくは「公表が可能となった日」までの期間に発生した事象につい

て、後発事象として評価するとともに、当該評価期間を開示することを要求しております。当該会計基準の適用に

よる経営成績及び財政状態への影響はありません。 

  
（２）最近公表された会計基準 

  
 平成21年６月、FASBは変動持分事業体（Variable Interest Entity、以下「VIE」）に係る会計基準を公表しまし
た。当該会計基準は、VIEの「主たる受益者」の決定に関する新たな再評価基準を示し、企業がより高い頻度でVIE
の「主たる受益者」に該当するか否か再評価することを要求しております。当該会計基準は、平成21年11月16日以
降に開始する会計年度及び当該年度における会計期間より適用されます。当社は現在、当該会計基準の適用による
経営成績及び財政状態への影響を検討中であります。 
  

（３）組替 
  
前第２四半期及び前連結会計年度の連結財務諸表を当第２四半期の連結財務諸表の表示方法に合わせるため、一

定の組替を行っております。 
  

  
  

３ 資本 

  

平成18年５月１日に施行された会社法は、(i) 株主総会の決議によって剰余金の配当をすることができること、

（ii） 定款に中間配当の定めがある場合、取締役会の決議によって中間配当をすることができること、(iii) 配当に

より減少する剰余金の額の10％を資本金の25％に達するまで準備金として計上しなければならないことを定めており

ます。なお、準備金は株主総会の決議によって取崩すことができます。 

 平成21年４月28日の取締役会の決議に基づき、平成21年３月31日時点の登録株主に対する総額100,224百万円、１株

当たり2,400円の配当が、平成21年６月19日に開催された定時株主総会で決議されております。配当の原資は利益剰余

金であり、効力発生日は平成21年６月22日であります。 

 平成21年10月30日の取締役会において、平成21年９月30日時点の登録株主に対する総額108,575百万円、１株当たり

2,600円の配当が決議されております。配当の原資は利益剰余金であり、効力発生日は平成21年11月20日であります。

 当社は、資本効率の向上及び経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の実行を可能とするために、自己株式の

取得を実施しております。 

 会社法では自己株式の取得について、(i) 株主総会の決議によって行うことができること、（ii）定款の定めを設

けた場合は、市場取引等による自己株式の取得を取締役会の決議によって行うことができることを定めております。

当社は、上記定款の定めを設けております。 

  

発行済株式及び自己株式に関する事項 

当社は平成20年７月１日に当社を存続会社とした地域ドコモ８社との吸収合併を行っておりますが、当該吸収合併

に反対する株主より、会社法第797条第１項に基づく株式買取請求があったことから、当社株式の買取りを実施いたし

ました。 

発行済株式総数及び自己株式数の推移は以下のとおりであります。 

なお、端株については四捨五入して表示しております。 

  

 
  

(単位：株)

 発行済株式総数 自己株式数

平成20年３月31日 44,870,000 2,242,073

定時株主総会決議に基づく自己株式の取得 - 311,322

端株買取による自己株式の取得 - 1

平成20年６月30日 44,870,000 2,553,396

合併反対株主の株式買取請求に伴う自己株式の取得 - 11,711

端株買取による自己株式の取得 - 3

平成20年９月30日 44,870,000 2,565,110

定時株主総会決議に基づく自己株式の取得 - 545,083

自己株式の消却 △920,000 △920,000

平成21年３月31日 43,950,000 2,190,193

平成21年９月30日 43,950,000 2,190,193
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当社は、平成20年８月１日をもって端株制度を廃止いたしました。 

また、当社は普通株式以外の株式を発行しておりません。 

  

平成20年６月20日に開催された当社の定時株主総会において、決議日の翌日から１年間の期間における株式総数

900,000株、取得総額150,000百万円を上限とした自己株式の取得が決議されております。なお、平成21年６月19日開

催の定時株主総会においては、自己株式の取得に関して同様の決議を行っておりません。 

  

前第２四半期連結累計期間及び前第２四半期連結会計期間に取得した自己株式の総数及び取得価額の総額は以下の

とおりであります。なお、当第２四半期連結累計期間には自己株式の取得は行っておりません。 

  

 
  

 
  

  

１株当たり情報 

１株当たり情報は以下のとおりであります。 

  

 
  

 
  

  

 
  

  

  (単位：株／百万円)

項目

前第２四半期連結累計期間 

平成20年４月１日から 

平成20年９月30日まで

当第２四半期連結累計期間 

平成21年４月１日から 

平成21年９月30日まで

取得した株式の総数 323,037 － 

株式の取得価額の総額 51,848 － 

  (単位：株／百万円)

項目

前第２四半期連結会計期間 

平成20年７月１日から 

平成20年９月30日まで

当第２四半期連結会計期間 

平成21年７月１日から 

平成21年９月30日まで

取得した株式の総数 11,714 － 

株式の取得価額の総額 1,851 － 

  (単位：円)

項目

前第２四半期連結累計期間 

平成20年４月１日から 

平成20年９月30日まで

当第２四半期連結累計期間 

平成21年４月１日から 

平成21年９月30日まで

基本的及び希薄化後１株当たり
当社に帰属する四半期純利益 

8,174.69 6,817.99 

  (単位：円)

項目

前第２四半期連結会計期間 

平成20年７月１日から 

平成20年９月30日まで

当第２四半期連結会計期間 

平成21年７月１日から 

平成21年９月30日まで

基本的及び希薄化後１株当たり
当社に帰属する四半期純利益 

4,092.43 3,288.86 

 (単位：円)

項目
当第2四半期連結会計期間末 

平成21年９月30日

前連結会計年度末 

平成21年３月31日

１株当たり株主資本 109,006.71 103,965.64 

─ 29 ─



４ セグメント情報 

  

経営資源の配分の観点から、当社グループは事業別セグメントを２つに分類しております。携帯電話事業には、携帯

電話（ＦＯＭＡ）サービス、携帯電話（ｍｏｖａ）サービス、パケット通信サービス、衛星電話サービス、国際サービ

ス及び各サービスの端末機器販売などがあります。その他事業には、ＴＶメディアを主たるチャネルとした通信販売

業、ホテル向け高速インターネット接続サービス・ビデオ配信サービス事業、広告事業、システム開発・販売・保守受

託事業及びクレジット事業などが含まれますが、全体として金額的な重要性は高くはありません。ｍｏｖａサービスに

つきましては、平成24年３月31日をもってサービスの提供を終了する予定であります。 

 当社グループはサービスの性質及びサービスの提供に使用する電気通信ネットワークの特性に基づきセグメントを区

分しております。当社グループの経営者はマネジメントレポートの情報に基づいて各セグメントの営業成績をモニター

し、評価しております。 

 セグメント情報は以下のとおりであります。 

  

 
  

 
  

 
  

 
  

海外で発生した営業収益には重要性がないため、所在地別セグメント情報は開示しておりません。 

  
  

 (単位：百万円)

 

前第２四半期連結会計期間 

平成20年７月１日から 

平成20年９月30日まで

 携帯電話事業 その他事業 連結 

営業収益 1,081,720 15,818 1,097,538

営業費用 795,162 21,919 817,081

営業利益(△損失) 286,558 △6,101 280,457

 (単位：百万円)

 

当第２四半期連結会計期間 

平成21年７月１日から 

平成21年９月30日まで

 携帯電話事業 その他事業 連結 

営業収益 1,031,139 29,914 1,061,053

営業費用 796,867 30,782 827,649

営業利益(△損失) 234,272 △868 233,404

 (単位：百万円)

 

前第２四半期連結累計期間 

平成20年４月１日から 

平成20年９月30日まで

 携帯電話事業 その他事業 連結 

営業収益 2,236,491 31,293 2,267,784

営業費用 1,648,917 41,921 1,690,838

営業利益(△損失) 587,574 △10,628 576,946

 (単位：百万円)

 

当第２四半期連結累計期間 

平成21年４月１日から 

平成21年９月30日まで

 携帯電話事業 その他事業 連結 

営業収益 2,089,032 56,775 2,145,807

営業費用 1,599,529 61,055 1,660,584

営業利益(△損失) 489,503 △4,280 485,223
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５ 偶発債務 

  

訴訟 

平成21年９月30日において、当社グループの経営成績または財政状態に重要な悪影響を及ぼすと考えられる訴訟

または損害賠償請求はありません。 

  

保証 

当社グループは、ASC 460「保証」を適用しております。ASC 460は、企業が保証の提供または変更する場合に、

当該保証により発生した保証債務の公正価値を負債認識してこれを開示するよう規定しております。 

当社グループは通常の事業活動において、様々な相手先に対し保証を与えております。これらの相手先は、契約

者、関連当事者、海外の移動通信事業者ならびにその他の取引先を含んでおります。 

当社は契約者に対して、販売した携帯電話端末の欠陥に係る製品保証を提供しておりますが、当社はメーカーか

らほぼ同様の保証を受けているため、当該製品保証に係る負債の計上は行っておりません。 

さらに、その他の取引において提供している保証または免責の内容はそれぞれの契約により異なりますが、その

ほぼすべてが実現可能性の極めて低い、かつ一般的に金額の定めの無い契約であります。これまで、これらの契約

に関して多額の支払いが生じたことはありません。当社グループはこれらの契約に関する保証債務の公正価値は僅

少であると考えており、これらの保証債務に伴う負債計上は行っておりません。 
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ASC 820「公正価値の測定及び開示」は、公正価値の定義を「測定日における市場参加者間の通常の取引において、

資産を売却するために受取るであろう価格、又は負債を移転するために支払うであろう価格」とし、公正価値をその

測定のために使われるインプットの観察可能性に応じて３つの階層に区分することを規定しております。各階層の内

容は以下のとおりであります。 

  

 レベル１：活発な市場における同一資産及び負債の市場価格 

 レベル２：活発な市場における類似資産及び負債の市場価格、活発でない市場における同一または類似の資産及び

      負債の市場価格、主として市場で観察可能なデータにより算出される評価額   

 レベル３：観察不可能なデータにより算出される評価額 

  

 また、ASC 820は、すべての会計期間毎に「継続的に」公正価値が求められる資産・負債と特定の環境下（例えば減

損など）にある場合のみ「非継続的に」公正価値が求められる資産・負債とを区分しております。 

  
（１）継続的に公正価値を測定している資産及び負債 

 当社グループは主に売却可能有価証券及びデリバティブについて、継続的に公正価値を測定しております。 

  
平成21年９月30日及び平成21年３月31日において、当社グループが継続的に公正価値を測定している資産及び負債

の公正価値は以下のとおりであります。 

  

 
  

 
  

売却可能有価証券 

 売却可能有価証券は持分証券及び負債証券を含みます。活発な市場における同一資産の市場価格で公正価値を測定

している市場性のある持分証券及び負債証券については、レベル１に分類しております。また、負債証券で同一資産

の市場価格がないものについては、割引率等を含む観察不可能なデータを用いて公正価値を測定しており、レベル３

に分類しております。 

  
デリバティブ 

 デリバティブは金利スワップ契約及び通貨オプション取引であり、金融機関が観察可能な市場データに基づいて算

出した時価により公正価値を測定しており、レベル２に分類しております。 

  

６ 公正価値の測定

（単位：百万円）

 

当第２四半期連結会計期間末
平成21年９月30日

合計
公正価値の測定に用いたインプット

レベル１ レベル２ レベル３

資産：   

 売却可能有価証券 133,361 106,854 - 26,507

 デリバティブ 3,756 - 3,756 -

資産合計 137,117 106,854 3,756 26,507

負債：   

 デリバティブ 2,389 - 2,389 -

負債合計 2,389 - 2,389 -

（単位：百万円）

 

前連結会計年度末
平成21年３月31日

合計
公正価値の測定に用いたインプット

レベル１ レベル２ レベル３

資産：   

 売却可能有価証券 112,967 112,967 - -

 デリバティブ 3,433 - 3,433 -

資産合計 116,400 112,967 3,433 -
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（２）非継続的に公正価値を測定している資産及び負債 

特定の資産及び負債については、非継続的に公正価値を測定しており、当該資産及び負債は前述の表には含まれて

おりません。このような非継続的な公正価値の測定は、主に減損時に生じます。 

 当社グループは、長期性資産及び公正価値が容易に算定可能でない持分証券などについて、非継続的な公正価値の

測定が必要となる可能性があります。 

  

非継続的に公正価値を測定する資産及び負債の開示については、重要性がないため省略しております。 

  

  

７ 重要な後発事象 

  
当第２四半期連結会計期間末後、当四半期報告書提出日（平成21年11月４日）までの期間において、該当事項はあり

ません。 
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平成21年10月30日開催の取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された

株主等に対し、第19期の中間配当を次のとおり行うことを決議いたしました。 

  

２ 【その他】

中間配当金の総額 108,575百万円

１株当たりの中間配当金 2,600円

支払請求権の効力発生日 
ならびに支払開始日 

平成21年11月20日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成20年11月５日

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

取締役会 御中 

  

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半

期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４

月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益及び包括利益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準（四半期連結財務諸表注記１参照）に準拠して、株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモ及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計

期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員  
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 正 典  印

指 定 社 員  
業務執行社員 

公認会計士 天 野 秀 樹  印

指 定 社 員  
業務執行社員 

公認会計士 寺 澤   豊  印

(注) 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。 



  

平成21年11月４日

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

取締役会 御中 

  

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半

期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４

月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益及び包括利益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準（四半期連結財務諸表注記１参照）に準拠して、株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモ及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計

期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員  
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 正 典  印

指 定 社 員  
業務執行社員 

公認会計士 金 子 寛 人  印

指 定 社 員  
業務執行社員 

公認会計士 寺 澤   豊  印

(注) 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年11月４日 

【会社名】 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

【英訳名】 NTT DoCoMo, Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  山 田 隆 持 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役常務執行役員財務部長  坪 内 和 人 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区永田町二丁目11番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  

  

  



当社代表取締役社長 山田隆持及び最高財務責任者 坪内和人は、当社の第19期第２四半期（自平成21年

７月１日至平成21年９月30日）の四半期報告書の記載内容が、金融商品取引法令に基づき適正に記載され

ていることを確認いたしました。 

  

特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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